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３． 在宅医療に関する都道府県医療計画の策定状況の分析   
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2012年３月、厚生労働省から各都道府県あてに医療計画の作成指針が通知され、PDCA
サイクルを効率的に機能させるため、現状把握のための指標や数値目標を都道府県医療
計画に設定することが求められた。本研究では、全国 47 都道府県の在宅医療に関する
医療計画の策定状況について分析を行った。 
３．１ 現状把握のための指標の設定状況 
80％以上の都道府県は、訪問薬剤管理指導の届出薬局数を現状把握の指標として設定
しているが、指標の設定単位別に分析すると、市町村単位で設定している都道府県は 23%
であった。在宅医療の提供体制は、在宅医療を受ける患者の生活の場である日常生活圏
域で整備する必要があるため、市町村単位での指標の設定とその分析が必要であると考
えらえる。 
訪問薬剤管理指導の届出薬局数の他に設定されている現状把握の指標は、実際に在宅
業務を行っている薬局数、休日・夜間対応が可能な薬局数、無菌調剤設備を有している
薬局数などであった。訪問薬剤管理指導の届出薬局のうち、訪問薬剤管理指導料を算定
している薬局の割合は約10%であり、薬局における在宅業務の実施状況を正確に把握す
るためには、実際に在宅業務を行っている薬局数を把握する必要があると考えられる。
また、在宅業務の実績のない薬局を対象とした調査において、在宅業務を実施する上で
の課題として、無菌設備がないこと、休日・夜間対応が困難であることが挙げられてい
たことから、無菌調剤設備を有している薬局数、休日・夜間対応が可能な薬局数を把握
することは現状把握において非常に有効であると考えられる。しかしながら、このよう
な現状分析を行っている都道府県はまだ少ないことが明らかとなった。今後、このよう
な課題を反映することのできる指標を設定することにより、正確に実態を把握し、課題
を認識することが必要であると考える 
３．２ 数値目標の設定状況 
約 70%の都道府県は診療所・病院等に関する数値目標を設定しているが、薬局に関す
る数値目標を設定している都道府県は 28%にとどまっていた。薬局は在宅医療の推進に
おいて重要な役割を担っており、またその役割も期待されていることから、診療所・病
院だけでなく薬局に関する数値目標の設定を行うことが重要であると考えられる。また、
西東京市や全国調査及び本研究で実施したヒアリング調査において、薬局による在宅業
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務を推進する際の課題として、他職種との連携・理解不足があげられていることから、
連携に関する数値目標の設定状況について調査した。その結果、在宅医療連携拠点数、
地域医療・介護等連携チーム設置市町村数、在宅医療連携グループ数のような他職種や
他医療機関との連携に関する数値目標を設定している都道府県があったが、ほとんどの
都道府県ではそのような目標は設定されていなかった。在宅医療・介護の推進のために
は、薬剤師と他職種との連携は非常に重要な課題であることから、今後、連携に関する
数値目標の設定について検討する必要があると考えられた。 
４．結論 
本研究では、在宅医療・介護の最重点整備地域である大都市部における薬局薬剤師によ
る在宅業務の推進のための課題や対応策について検討を行った。大都市部の薬局に対する
ヒアリング調査を行った結果、在宅業務を推進する際の課題として人員不足、他職種との
連携・理解不足などの状況が明らかとなった。他職種との連携強化のためには、在宅医療
カンファレンスの実施や薬剤師会を通じた活動が有効であることが示唆された。また、全
国47都道府県の医療計画の策定状況を分析した結果、実際に在宅業務を実施している薬局
数などのより正確に状況を把握できる指標、在宅業務推進のための課題となっている休
日・夜間対応が可能な薬局数や他職種との連携に関する指標を設定することにより、PDCA
サイクルを効率的に機能させる医療計画を策定することが重要であると考えられた。 
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論文審査結果の要旨 
 
 
急速に少子・高齢化が進む日本において、在宅医療・介護の推進は喫緊の課題となって
いる。本研究では、在学医療・介護の最重点整備地域である大都市部の薬局が在宅医療・
介護の中で行っている業務の実態や業務を推進するための課題を明確化するとともに、そ
の課題を解決するための方策について、検討、考察を行っている。 
在宅業務を推進する際の課題として人員不足、他職種との連携・理解不足などの状況を
明らかにしている。他職種との連携強化のためには、在宅医療カンファレンスの実施や薬
剤師会を通じた活動が有効であるとの意見がだされたことから、今後、このような取組を
一層進めていくことの重要であることを提言している。 
全国 47都道府県の医療計画の作成状況を分析した結果、適切な指標により現状を把握し、
目標を設定している都道府県もあったが、そうした分析や目標設定が十分に行われていな
い都道府県もあることを明らかにしている。今後の医療計画の作成にあたっては、１.日常
生活圏単位（市町村単位）できめ細やかに現状把握ができるように指標を設定すること、
２.PDCA サイクルを効果的に機能させ在宅業務推進のための課題に対応するためには、適
切な指標の設定と正確な課題の認識をして必要な施策を検討していくことが重要であるこ
とを提言している。また、病院と同様に薬局に関する数値目標を設定すること、医療機関
間の連携に関する施策を検討するとともにそれらについて数値目標として医療計画の中に
位置づけることが重要であることも提言している。 
本研究では、大都市部における薬局薬剤師による在学業務の推進のための課題と解決策
について研究し、課題の解決策について提言している。この結果は、薬局薬剤師の在宅医
療・介護における業務推進に資するものであり、本論文は学位論文（博士、薬科学）に値
すると考える。また、申請者は、博士（薬科学）にふさわしい見識を有していると考える。 
